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１．１６年３月期の連結業績  （平成１５年４月１日 ～ 平成１６年３月３１日） 

 （１）連結経営成績                            （百万円未満切捨表示） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１６年３月期 １３９,００７  （＋ 5.0） ９,２７６  （＋25.5） ８,４６７  （＋27.2） 

１５年３月期 １３２,４１０  （＋18.6） ７,３９０  （＋82.8） ６,６５５  （＋37.2） 
 

 
当 期 純 利 益

 
１株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

１６年３月期 ４,９０２  （＋67.4） ８５.６０ ７９.９５  １２.１  ７.６  ６.１  

１５年３月期 ２,９２７  （＋49.6） ４８.８０ ─  ７.５  ６.４  ５.０  

 （注）１．持分法投資損益 １６年３月期 △４１百万円  １５年３月期 ５１百万円 

２. 期中平均株式数(連結)１６年３月期 ５３,５７３,４４７株 １５年３月期 ５４,０５０,７８５株 

３. 会計処理の方法の変更   無 

４. 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

 （２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円  百万円  ％  円  銭  

１６年３月期 １１４,０７５  ４２,９５５  ３７.７  ７９６.２４  

１５年３月期 １０８,９０３  ３８,２７２  ３５.１  ７０８.６９  

（注）期末発行済株式数(連結)１６年３月期 ５３,５５０,１００株 １５年３月期 ５３,５９４,９０２株 
 

（３） 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円  百万円  百万円  百万円  

１６年３月期 ６,０１１  △７,０３９  ５,８６６  ８,８７９  

１５年３月期 ５,２６６  △６,２６６  △２２５  ３,７８６  
 

 （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

  連結子会社数 ２０社  持分法適用非連結子会社数 ─社  持分法適用関連会社数 ３社 
         

 （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

  連結 （新規）２社 （除外） ─社    持分法（新規）１社 （除外） ─社 

 

２． １７年３月期の業績予想  （平成１６年４月１日 ～ 平成１７年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円  百万円  百万円  

中 間 期 ６６,０００  ３,７００  １,８５０  

通  期 １４５,０００  ９,２００  ５,０００  

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）８７円４６銭   

 ※ 平成１７年３月期の業績予想の前提条件及び業績予想の利用にあたっての注意事項等については、添付資料 

   の６ページをご参照ください。 
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１．企 業 集 団 の 状 況 
 

事業の内容 

当社の企業集団は、当社、連結子会社２０社（当期新たに２社が追加）及び持分法適用会社３社（当期新たに１社

が追加）で構成され、四輪車用・二輪車用・汎用計器類、液晶表示素子、民生用機器等の製造販売を主な事業内容と

し、さらに各事業に関連する物流及びコンピューターシステム、自動車販売その他のサービスの事業を展開しており

ます。 

国内関係会社においては、製造会社は主として当社の生産体制と一体となって、当社製品の部品・完成品の製造を

担当し主に当社へ納入をしております。その他販売及びサービス関連の会社については当社及びグループ間の取り引

きのほか、直接他の法人、エンドユーザーとの取り引きをしております。 

 海外関係会社においては、現地系企業への販路拡大及び当社国内得意先の海外展開への対応、また中国・アジア拠

点は、グループ内相互補完の輸出基地としての役割をもって当社製品の製造・販売を行っております。 

当社グループの事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 

 

　事　業　区　分 　主　要　製　品　等   　会　　　　　社　　　　　名

　当社
　四輪車用計器 　エヌエスアドバンテック(株)

　自動車及び 　ヘッドアップディスプレイ 　エヌエスエレクトロニクス(株)
　　　汎用計器事業 　二輪車用計器  （株）プレテック・エヌ

　汎用計器  （株）ワイエヌエス
　各種センサー 　ユーケーエヌ・エス・アイ社

　ニューサバイナインダストリーズ社
　タイ-ニッポンセイキ社
　エヌ・エス・インターナショナル社
○ニッポンセイキヨーロッパ社
  インドネシア エヌエス社
○ニッポンセイキ・ド・ブラジル社
  上海日精儀器有限公司
※尚志精機股 有限公司

　液晶事業 　液晶表示素子 　当社

　当社
　空調・家電機器用リモコン 　エヌエスアドバンテック(株)

　民生機器事業 　ＯＡ・情報機器用 　エヌエスエレクトロニクス(株)
　  コントロールパネル  （株）プレテック・エヌ
　　　　　　　　その他 　タイ-ニッポンセイキ社

  香港日本精機有限公司
  上海日精儀器有限公司
　当社

　自動包装用機器 　日精サービス（株)
　その他事業 　貨物運送  （株）ホンダﾞ四輪販売長岡

　自動車販売  （株）大和ホンダ
　自動車の板金・塗装  （株）エヌエスボデイサービス
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ 　(株）ＮＳ・コンピュータサービス
                の販売 　エヌエスアドバンテック(株)
　樹脂材料加工・販売 　タイ マット エヌエス社
　その他  （株）プレテック・エヌ　

  香港易初日精有限公司
♯アデオン（株）
※柏崎タクシー（株）

（注）１．複数の事業を営んでいる会社については、それぞれの事業区分に記載しております。
      ２． 無印  連結子会社
      ３． ○    新規連結子会社
      ４． ※    持分法適用会社
      ５． ♯    新規持分法適用会社
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　以上の企業集団の状況について事業系統図で示すと次の通りであります。

　　　　　　　<　国　　内　> 　　　　<　海　　外　>

　　　　国　　内　　顧　　客 　　海　　外　　顧　　客

日
自 製造・販売会社 本 販売会社

動 精 　 ｴﾇ･ｴｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ社（米国）

車 （株）ﾜｲｴﾇｴｽ 機  ○ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷﾖｰﾛｯﾊﾟ社（ｵﾗﾝﾀﾞ）

及 株
び 式 製造・販売会社

汎 製造会社 会 　 ﾆｭｰｻﾊﾞｲﾅｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ社(米国)

用 社 　 ﾕｰｹｰｴﾇ･ｴｽ･ｱｲ社(英国)
計  ｴﾇｴｽｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ(株) 　 ﾀｲ-ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ社(タイ)
器 ∧    ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ｴﾇｴｽ社(ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）
／  ｴﾇｴｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ（株） 製  ○ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ･ﾄﾞ･ﾌﾞﾗｼﾞﾙ社(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ)
民 造 　 上海日精儀器有限公司(中国)(注)

生 （株）ﾌﾟﾚﾃｯｸ･ｴﾇ ・    香港日本精機有限公司(中国)
機 販  ※尚志精機股 有限公司(台湾)
器 売

会
社

液 ∨
晶

親
製造会社 製造・販売会社

　自動包装用機器 会  樹脂材料加工・販売
そ 　（株）ﾌﾟﾚﾃｯｸ･ｴﾇ 　ﾀｲ ﾏｯﾄ ｴﾇｴｽ社(タイ)

  有機ELの製造･販売 社
  ♯アデオン（株）

の その他　会社 その他　会社
　樹脂材料加工・販売
　 ｴﾇｴｽｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ（株） 　香港易初日精有限公司(中国)

他 　自動車販売
　（株）ﾎﾝﾀﾞ四輪販売長岡
　（株）日精ｻｰﾋﾞｽ
  （株）大和ホンダ
　自動車板金塗装
　（株）ｴﾇｴｽﾎﾞﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
　輸　送
　（株）日精ｻｰﾋﾞｽ
　 ※柏崎タクシー（株）
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄの販売

　（株）NS･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｰﾋﾞｽ

無印　連結子会社 　製　　品
○    新規連結子会社 　部　　品
※　　持分法適用会社
♯     新規持分法適用会社
（注）上海日精儀器有限公司の持株会社は、連結子会社香港易初日精有限公司であります。
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２．経 営 方 針 

 

（１）経営の基本方針 

当社は、「顧客の立場に立って、価値の高い製品を提供することにより社会の繁栄に貢献する。」を経営理

念とし、常にグループ一丸となってお客様に満足していただける商品をお届けすることをモットーに事業活動

を展開しております。 

経営の基本方針は、現下の熾烈なコスト競争の中でも、継続的に収益体質を強化し企業価値の増大を図るこ

とであり、具体的には２００２年４月から２００５年３月までを期間とする中期経営計画の中でグループのあ

るべき姿として以下の経営ビジョン、中期経営方針、企業文化（行動指針）を掲げ、２１世紀も成長し続ける

連結企業体を目指しております。 

 

≪経営ビジョン≫ 

“基板実装を核としたもの造り企業”として事業の成長・拡大を図る。 

 

① 車載事業において、四輪グローバルシェア１５％、二輪グローバルシェア４０％の獲得を目指す。 

 

② 表示デバイス事業の安定化・拡大を図り、車載事業に並ぶ事業に成長させる。 

 

③ 民生事業の拡大を図り、車載事業に並ぶ事業に成長させる。 

 

≪中期経営方針≫ 

① 連結企業体として国際競争に勝ち残れる収益体質を構築する。 

 

② 国際競争に負けない“もの造り総合力（品質、コスト、技術、物流、サービス）”を絶えず強化する。 

 

③ 有機ＥＬ事業の収益体質を早期に構築する。 

 

④ 絶えず変化する顧客ニーズにスピーディーかつ柔軟に対応する。 

 

≪企業文化～行動指針≫ 

質実簡迅  本質・現実・簡素・迅速 

～ 質実簡迅の企業文化を築き上げ強い会社を目指す。～ 

 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は利益配分につき、配当額の決定を株主の皆様に対する最重要政策と認識し安定配当を継続すること

を基本とし、各営業年度の業績と配当性向を総合的に勘案し利益還元を図っております。内部留保金につき

ましては、新たな成長につながる戦略的な研究開発、設備投資、投融資、海外展開などに有効活用してまい

ります。 
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（３）投資単位の引下げに関する考え方 

当社は、株式の投資単位を引き下げることは株式の市場流動性を高め、投資家層の拡大を図る有効な施策

であると考えております｡一方、株券発行費用等コストも発生することから、費用と効果を勘案するとともに

株式市場の動向、株価の推移や需給状況など総合的な観点から検討を進めてまいりたいと考えております｡ 

 

 

（４）会社の対処すべき課題・中期的な経営戦略 

“もの造り総合力強化”により業績拡大を目指す当社グループの対処すべき課題・中期的な経営戦略は次

の通りであり重点施策として取り組んでおります。 

 

① “ゼロ・ディフェクト(Ｚｅｒｏ Ｄｅｆｅｃｔ)”への挑戦 

品質第一の方針のもと、商品企画から製造・物流・営業・市場の全ての領域において不良を限りなくゼ

ロに近づけ、安定的に継続できる仕組み造りに取り組んでいます。これにより､顧客満足度向上と信頼の確

保､加えて品質コストの削減を図ります。 

 

② “もの造り力”の強化 

国際競争に勝ち残るため、将来の商品展開を基本とした、生産技術を主体とするもの造りのための技術

戦略の推進、及びグループをあげての生産性向上、原価低減活動に取り組み、安定的に収益をあげうる経

営基盤の確立を目指しています。 

 

③ 有機ＥＬの事業化 

次世代のディスプレイである「有機ＥＬ」の拡販と生産体制の強化を実現し、経営の柱として育成する

ための本格的事業推進体制の構築とその展開を図っております。 

 

④ グローバル最適調達・生産体制の構築によるコストダウン 

中国・アジア拠点の低原価体質を活用した最適調達・生産を行うことにより、部品・完成品の相互補完

体制を確立し、世界に供給するグループ全製品のミニマムコストを実現します。 

 

 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

昨今の厳しい経営環境の中で、上記の課題に対する施策を効率的に推進してまいりますためには迅速で適

切な意思決定を行うことが不可欠であり、かつ管理機能を強化していくことが重要であると考えております。 

このため当社では役付取締役を中心に構成する「常務会」を週１回開催し、重要な業務執行についての協

議･検討、指示･命令を行っております。「常勤役員会」は取締役会を含み月２回開催され株主の利益を代表

して経営の基本的な意思決定を行うとともに業務執行の監督を行っております。      

また経営組織については、変化の激しい経営環境に迅速に対応できる体制とすべく取締役任期を１年間と

し、監視機能については、監査役制度に基づく社外監査役２名による強化を図り､更なる合理的な経営を追求

しております。 

グループ経営においては、本格的な連結経営の時代を迎え、グループ全体の連携と経営管理強化のため、

定期的な「関係会社連絡会」の開催、親会社経営トップによる個別の関係会社ヒアリングを実施し、進むべ

き方向を明確にしながら共同の戦略展開を推進しております。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）経営成績 

 

① 当期の連結業績の概況 

当期における日本経済は、年度始めは国際情勢の不透明感で回復が足踏みしていましたが、イラク戦争の終

息とＳＡＲＳの鎮静後は、輸出が持ち直したことや、企業収益改善で設備投資が増加基調となったことで次第

に回復感を強めました。一方海外におきましては米国が大型減税による個人消費の押し上げや、低金利政策を

背景とした住宅投資の好調、企業のＩＴ投資の回復を受けて堅調に推移したものの、欧州では依然として主要

国の失業率が高止まっており個人消費は力強さに欠け景気回復に弾みがつきませんでした。 

このような情勢のなかで、当社グループは、商品競争力の強化や拡販を図るため、グローバルでの研究開発・

調達・生産・販売体制の整備・強化を進めてまいりました。具体的には、生産面でブラジルにおける「ニッポ

ンセイキ・ド・ブラジル社」（アマゾナス州マナオス）、中国における「東莞日精電子有限公司」（広東省東

莞市）の新工場の稼動、調達面では、製品構成の多くを占める電子部品等を国内及び香港において連結ベース

で集中購買を行ない部品費を削減すると共に、中国･アジア拠点を活用した製品･部品の低コスト生産により先

進国拠点へ安価な供給を行い原価低減を推進致しました。また、開発･販売面では設計業務の効率化と拡販支

援のためオランダの「ニッポンセイキヨーロッパ社」がドイツ・ミュンヘン市に事務所を開設致しました。 

次世代ディスプレイの「有機ＥＬ」については、平成１５年７月にオプトレックス株式会社と共同出資で製

造会社「アデオン株式会社」を設立、平成１６年２月より当社の計器搭載用として量産を開始しております。 

このような事業展開をしてきた結果、当期の連結売上高は、１３９,００７百万円（前年同期比５.０％増）、

営業利益は９,２７６百万円（前年同期比２５．５％増）、経常利益は８,４６７百万円（前年同期比２７.２％

増）、当期純利益は４,９０２百万円（前年同期比６７．４％増）となりました。 

 

事業別セグメントの業績は次の通りであります。 

 自動車及び汎用計器事業は、売上高が８５,９２２百万円（前年同期比３.９％増）となり、四輪車用計器で

本田のタイ、中国向け、マツダの国内向けの伸び、二輪車用計器では本田のインドネシア向けの通年寄与、タ

イ向けの増加、ブラジル向けの新規生産開始が主として貢献しました。営業利益は国内、欧州、東南アジア及

び中国の業績が貢献したことにより８,５８５百万円（前年同期比１５.８％増）となりました。 

 

 液晶事業は、移動体通信向け反射型カラー液晶の売上が大幅に増加したことに加え、車載関連においても好

調に推移したことにより、売上高は２５,９０１百万円（前年同期比１１.７％増）となりました。営業利益は

全体売上の半数を占める反射型カラー液晶の歩留改善が貢献し１８９百万円（前年同期比８００.５％増）と

なりました。 

 

 民生機器事業は、冷夏の影響を受け国内における空調機器用リモコンの売上が減少しましたが、ＯＡ機器用

コントロールパネルの売上が増加したことにより、売上高９,４６４百万円（前年同期比３.７％増）となりま

した。営業利益は香港支店における部品購買の促進、生産の中国シフト拡大を通じた原価低減により２９８百

万円と黒字転換を果たしました。 

 

 その他事業は、自動車販売等が減少しましたが、物流部門と樹脂材料販売が健闘し全体で売上高１７,７１

８百万円（前年同期比２.１％増）、営業利益２６２百万円（前年同期比７２.２％増）となりました。 
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所在地別セグメントの業績は次の通りであります。 

 日本は、二輪車用計器が減少しましたが、液晶及びマツダ向けを始めとする四輪車用計器が増加し、売上

高は９４,０４６百万円（前年同期比３.７％増）、営業利益は液晶､民生の原価改善、四輪車用計器の貢献に

より６,２０９百万円（前年同期比２８.１％増）となりました。 

 

 米州は、ブラジルにおける二輪車用計器の新規生産開始、北米における本田向けの増加等がありましたが、

モデル末期によるダイムラークライスラー向け四輪車用計器等の減少及び為替の影響等により、売上高２３,

９３２百万円（前年同期比９.４%減）、営業利益９６２百万円（前年同期比３０.６％減）となりました。 

 

 欧州は、四輪車用計器で本田、スズキ（新規）、フォード向けの増加、二輪車用計器で本田、ヤマハ向けの

増加があり売上高１０,２０７百万円（前年同期比７.４％増）、営業利益４６８百万円（前年同期比５８.８％

増）となりました。 

 

 アジアは、タイ-ニッポンセイキ社の好調に加え、上海日精儀器有限公司、インドネシア エヌエス社及び香

港日本精機有限公司の通年寄与があり、売上高１０,８２０百万円（前年同期比８４.６％増）、営業利益１,

６９５百万円（前年同期比１１４.０％増）となりました。 

 

② 次期の見通し 

今後の事業環境については、米国及びアジアを中心に、世界経済は緩やかな成長への期待感が広がる中、

わが国経済は、輸出の増加並びに企業の収益向上による設備投資の増加を背景に引き続き回復基調を辿るも

のと思われます。しかしながら、円高の進行、中東情勢の悪化など、当社グループを取り巻く環境は、依然

として楽観を許さない状況にあります。 

当社は、こうした環境を踏まえ、更なる商品競争力の強化とグループの体質改善を推進し、目標とする業

績の確保に向けて事業活動を展開してまいります。 

 

次期（平成１７年３月期）の連結業績の見通しについては次の通りです。 

売 上 高  １,４５０億円  前期比 ４.３％増 

営業利益     ９７億円  前期比 ４.５％増 

経常利益     ９２億円  前期比 ８.７％増 

当期利益     ５０億円  前期比 １.９％増 

 

尚、為替レートは、通期平均で、１米ドル＝１０５円、１ユーロ＝１２５円、１ポンド＝１７０円を前提

としています。 

 次期の業績予測につきましては、現時点で入手可能な情報に基づく将来の予測が含まれております。主要

市場における需給動向、為替相場等に不透明な面があり、実際の業績が記載の見通しと異なる場合があり得

ることをご承知おき下さい。 
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（２）財政状態 

 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物が前連結会計年度に比べ 

５,０９２百万円増加し、８,８７９百万円となりました。 

 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、６,０１１百万円の収入超過となりました。これは税金等調整前当

期純利益が８,４５２百万円と前年同期と比較して２,９５５百万円増加となりましたが、買入債務の減少等

により、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して７４４百万円（１４.１％）の増加となり

ました。 

 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、７,０３９百万円の支出超過となりました。これは有形固定資産の

売却による収入等が増加したものの、有形固定資産及び投資有価証券の取得による支出が前年同期と比較し

て１,６８５百万円増加したこと等により、投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して、７７

２百万円（１２.３％）の支出増となりました。 

  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、無担保転換社債型新株予約権付社債の発行による収入等により、

５,８６６百万円の収入超過と前年同期と比較して６,０９２百万円の収入増となりました。 

 

キャッシュ・フローに関する補足情報 

 平成１５年３月期 平成１６年３月期 

株主資本比率（％） ３５.１ ３７.７ 

時価ベースの株主資本比率（％） ２３.４ ４１.５ 

債務償還年数（年） ４.３ ３.６ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ １８.５ ２３.６ 

 

株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を利用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ

ている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計

算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 

連 結 貸 借 対 照 表 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

期  別 前   期 当   期  
 (平成１５年３月３１日現在) (平成１６年３月３１日現在) 増   減 
科  目 金   額 金   額  

（ 資 産 の 部 ）                
        
流 動 資 産 ５６,５５２  ６０,５１７  ＋ ３,９６４  

現 金 及 び 預 金           
受  取  手  形 
売    掛    金 
棚  卸  資  産 
繰 延 税 金 資 産           
そ    の    他 

３,８７２ 

２,０２４ 

３０,８５４ 

１６,４３２ 

９９６ 

２,４１７ 

 ８,９４８ 

２,０９１ 

２９,０７６ 

１６,６２０ 

１,１２１ 

２,７０６ 

 ＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

５,０７６ 

６６ 

１,７７７ 

１８８ 

１２５ 

２８８ 

 

貸 倒 引 当 金           △ ４６  △ ４８  △ １  
        
固 定 資 産 ５１,９７７  ５３,２６３  ＋ １,２８５  
 有形固定資産 ３７,８５９  ３７,１１０  △ ７４９  

建 物 及 び 構 築 物 
機械装置及び運搬具           
工具・器具及び備品           
土        地 
建 設 仮 勘 定           

１０,３９５ 

９,２４７ 

３,１１７ 

１３,６５７ 

１,４４２ 

 １０,０３２ 

９,０５３ 

３,２６９ 

１３,８９２ 

８６０ 

 △ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

３６２ 

１９３ 

１５２ 

２３５ 

５８１ 

 

 無形固定資産 １,２３８  １,３０６  ＋ ６７  
連 結 調 整 勘 定           
そ    の    他 

３１５ 

９２３ 

 ２４５ 

１,０６０ 

 △ 

＋ 

７０ 

１３７ 

 

 投資その他の資産 １２,８７９  １４,８４７  ＋ １,９６７  
投 資 有 価 証 券           
繰 延 税 金 資 産           
そ    の    他 

９,４３３ 

２,７３９ 

８０８ 

 １２,４４６ 

１,５６７ 

９０７ 

 ＋ 

△ 

＋ 

３,０１２ 

１,１７２ 

９９ 

 

貸 倒 引 当 金           △ １０２  △ ７４  ＋ ２７  
        
繰 延 資 産 ３７３  ２９５  △ ７８  
試 験 研 究 費           
 

３７３  ２９５  △ ７８  

        
資 産 合 計 １０８,９０３  １１４,０７５  ＋ ５,１７２  
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（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

期  別 前   期 当   期  
 (平成１５年３月３１日現在) (平成１６年３月３１日現在) 増   減 
科  目 金   額 金   額  

（ 負 債 の 部 ）                
        
流 動 負 債 ５３,８１９  ５０,４４９  △ ３,３６９  

支  払  手  形 
買    掛    金 
短 期 借 入 金           
賞 与 引 当 金           
そ の 他 の 流 動 負 債           

３,４２５ 

２７,０６７ 

１５,７７０ 

１,５９７ 

５,９５７ 

 ３,２４６ 

２２,９１８ 

１６,９２２ 

１,４４４ 

５,９１６ 

 △ 

△ 

＋ 

△ 

△ 

１７９ 

４,１４８ 

１,１５２ 

１５２ 

４０ 

 

        
固 定 負 債 １３,８８５  １７,１７２  ＋ ３,２８６  

社        債 
長 期 借 入 金           
繰 延 税 金 負 債           
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
そ の 他 の 固 定 負 債           

─ 

６,９９８ 

３６７ 

５,７８１ 

６１９ 

１１８ 

 ７,５００ 

４,７１２ 

４５９ 

２,４６０ 

６６５ 

１,３７４ 

 ＋ 

△ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

７,５００ 

２,２８５ 

９２ 

３,３２１ 

４６ 

１,２５５ 

 

        
負 債 合 計 ６７,７０４  ６７,６２１  △ ８３  

        
（少数株主持分）        

        
少 数 株 主 持 分 ２,９２６  ３,４９９  ＋ ５７２  

        
（ 資 本 の 部 ）                

        
資 本 金           １２,４９５  １２,４９５   ─  
資 本 剰 余 金 ４,２２０  ４,２２０  ＋ ０  
利 益 剰 余 金           ２３,００９  ２７,１８５  ＋ ４,１７６  
その他有価証券評価差額金 １,４９６  ２,６３０  ＋ １,１３３  
為 替 換 算 調 整 勘 定           △ １,０８０  △ １,６７２  △ ５９２  
自 己 株 式           △     １,８６８  △     １,９０４  △ ３５  

        
資 本 合 計 ３８,２７２  ４２,９５５  ＋ ４,６８２  

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
１０８,９０３  １１４,０７５  ＋ ５,１７２  
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連 結 損 益 計 算 書 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
期  別 前   期 当   期  

 自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 増   減 

科  目 金  額 比 率 金  額 比 率  
     %   %    
 営 営 業 収 益          
 業 売   上   高 １３２,４１０ 100.0  １３９,００７ 100.0  ＋ ６,５９６  
 損 営 業 費 用          

経 益 売 上 原 価 １１１,２１８ 84.0  １１５,２４６ 82.9  ＋ ４,０２８  
 の  売 上 総 利 益 ２１,１９１ 16.0  ２３,７６０ 17.1  ＋ ２,５６８  

常 部 販売費及び一般管理費 １３,８００ 10.4  １４,４８３ 10.4  ＋ ６８２  
            

損  営  業  利  益 ７,３９０ 5.6  ９,２７６ 6.7  ＋ １,８８５  
            

益  営 業 外 収 益 ５５８ 0.4  ６０７ 0.4  ＋ ４９  
 営 受取利息及び配当金           １０４   ２８４   ＋ １８０  

の 業 持分法による投資利益 ５１   ─   △ ５１  
 外 そ    の    他 ４０２   ３２２   △ ７９  

部 損           
 益 営 業 外 費 用 １,２９３ 1.0  １,４１６ 1.0  ＋ １２３  
 の 支  払  利  息 ２８２   ２５５   △ ２７  
 部 持分法による投資損失 ─   ４１   ＋ ４１  
  そ    の    他 １,０１０   １,１１９   ＋ １０８  
            

  経  常  利  益 ６,６５５ 5.0  ８,４６７ 6.1  ＋ １,８１１  
            

  特別利益 ７７ 0.1  ６２０ 0.4  ＋ ５４３  
特  固 定 資 産 売 却 益 ３３   ３９   ＋ ６  
  貸 倒 引 当 金 戻 入 ０   ─   △ ０  

別  退 職 給 付 終 了 益 ─   ５８１   ＋ ５８１  
  そ    の    他 ４３   ─   △ ４３  

損            

  特別損失 １,２３６ 0.9  ６３５ 0.4  △ ６０１  
益  固 定 資 産 処 分 損 １８８   １８８   ＋ ０  
  投資有価証券評価損           ７７   ８５   ＋ ７  

の  ゴルフ会員権評価損            ５６２   １２   △ ５５０  
  退職給付会計基準変更時差異償却 ３７３   ２７７   △ ９５  

部  過年度役員退職慰労引当金繰入額 ３４   ３４    ─  
  そ    の    他 ─   ３７   ＋ ３７  
            

 税金等調整前当期純利益             ５,４９６ 4.2  ８,４５２ 6.1  ＋ ２,９５５  
 法人税、住民税及び事業税 ３,１１６ 2.4  ２,４０２ 1.7  △ ７１３  
 法 人 税 等 調 整 額             △１,０１２ △0.8  ３４１ 0.3  ＋ １,３５４  
 少数株主利益（減算）             ４６５ 0.4  ８０５ 0.6  ＋ ３４０  
 当 期 純 利 益             ２,９２７ 2.2  ４,９０２ 3.5  ＋ １,９７４  



－１１－

 

連 結 剰 余 金 計 算 書 

 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

 期  別 前   期 当   期  
  自 平成１４年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 増   減 

 科  目 金   額 金   額  
Ⅰ．資本剰余金期首残高 ４,２２０  ４,２２０   ─  
        
Ⅱ．資本剰余金増加高          ─  ０  ＋ ０  

1.自己株式処分差益 ─  ０  ＋ ０  
        
Ⅳ．資本剰余金期末残高 ４,２２０  ４,２２０  ＋ ０  

資

本

剰

余

金

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 

        
Ⅰ．利益剰余金期首残高 ２０,７３３  ２３,００９  ＋ ２,２７５  
        
Ⅱ．利益剰余金増加高          ３,０７２  ４,９０２  ＋ １,８３０  

1.当期純利益 ２,９２７  ４,９０２  ＋ １,９７４  
2.連結子会社増加に伴う 

利益剰余金増加高 

４２  ─  △ ４２  

3.連結子会社持分比率変更 

に伴う利益剰余金増加高 

１０１  ─  △ １０１  

        
Ⅲ．利益剰余金減少高          ７９６  ７２６  △ ６９  

1.配当金 ４４５  ４２８  △ １６  
2.役員賞与 ２４８  ２７５  ＋ ２６  
3.連結子会社増加に伴う 

利益剰余金減少高 

─  ２２  ＋ ２２  

4.持分法適用会社から連結 

子会社へ移行に伴う利益 

剰余金減少高 

１０１  ─  △ １０１  

        

利

益

剰

余

金

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅳ．利益剰余金期末残高 ２３,００９  ２７,１８５  ＋ ４,１７６  
 



－１２－

  連 結 キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー 計 算 書 
（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

期  別 前  期 当  期  
 自 平成１４年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

増   減 

科  目 金   額 金   額  
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー          
1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

9. 

10. 

11. 

12. 

13. 

14. 

15. 

16. 

17. 

18. 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

減  価  償  却  費 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 

持分法による投資損失（利益） 

賞与引当金の増加（減少）額 

退職給付引当金の増加（減少）額 

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額              

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 

支   払   利   息 

為 替 差 損 （ 差 益 ） 

有 形 固 定 資 産 売 却 益 

有 形 固 定 資 産 処 分 損 

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 

売 上 債 権 の 減 少        （増加）額 

棚 卸 資 産 の 増 加 額 

仕 入 債 務 の 増 加        （減少）額 

役 員 賞 与 の 支 払 額 

そ     の     他 

 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

５,４９６ 

５,２０７ 

８５ 

５１ 

１１７ 

１,０４０ 

１８ 

１０４ 

２８２ 

２８ 

３３ 

１８８ 

６１９ 

７,５１２ 

４,４９２ 

７,２２０ 

２５８ 

１３４ 

  

 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

８,４５２ 

５,４８１ 

８８ 

４１ 

１５２ 

３,２７４ 

３９ 

２８４ 

２５５ 

４６ 

３９ 

１８８ 

９７ 

１,０２２ 

５３４ 

３,６６０ 

２９０ 

２,２１８ 

 ＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

△ 

△ 

△ 

△ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

２,９５５ 

２７３ 

３ 

９３ 

２７０ 

４,３１５ 

２１ 

１８０ 

２７ 

７５ 

６ 

０ 

５２２ 

８,５３５ 

３,９５８ 

１０,８８１ 

３１ 

２,３５２ 

 

 小  計  ７,７１９   ９,６０２  ＋ １,８８３  

19. 

20. 

21. 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 

利 息 の 支 払 額 

法 人 税 等 の 支 払 額 

 

△ 

△ 

１０２ 

２８４ 

２,２７０ 

  

△ 

△ 

２８５ 

２５４ 

３,６２２ 

 ＋ 

＋ 

△ 

１８３ 

２９ 

１,３５１ 

 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  ５,２６６   ６,０１１  ＋ ７４４  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー          

1. 

2. 

3. 

 

4. 

5. 

6. 

 

7. 

8. 

9. 

有形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

無形固定資産・投資その他の  

資 産 の 取 得 に よ る 支 出 

貸 付 に よ る 支 出 

貸 付 金 回 収 に よ る 収 入 

連結の範囲の変更を伴う子会社 

株 式 の 取 得 に よ る 支 出  

投資有価証券の取得による支出 

投資有価証券の売却による収入 

そ      の      他 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

５,４４４ 

３１４ 

 

５４０ 

１９ 

６ 

 

５９５ 

４０１ 

９ 

４０３ 

 △ 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

５,９８６ 

１,３２０ 

 

６８２ 

１７５ 

５ 

 

─ 

１,５４５ 

８ 

１６ 

 △ 

＋ 

 

△ 

△ 

△ 

 

＋ 

△ 

△ 

△ 

５４１ 

１,００５ 

 

１４１ 

１５６ 

１ 

 

５９５ 

１,１４３ 

１ 

３８７ 

 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６,２６６  △ ７,０３９  △ ７７２  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー          

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

短 期 借 入 金 の 増 加 額                

長 期 借 入 に よ る 収 入 

長期借入金の返済による支出 

社 債 の 発 行 に よ る 収 入 

少数株主への株式発行よる収入                

自己株式の取得･売却による純支出 

配 当 金 の 支 払 額 

少数株主への配当金の支払額 

 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

３,３１１ 

１,８００ 

３,００９ 

─ 

５５ 

１,８６４ 

４４１ 

７７ 

  

 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

１,３６１ 

７２ 

２,４８０ 

７,５００ 

─ 

３５ 

４２９ 

１２１ 

 △ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

１,９５０ 

１,７２７ 

５２８ 

７,５００ 

５５ 

１,８２８ 

１２ 

４４ 

 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２２５   ５,８６６  ＋ ６,０９２  

           

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ８３   ６９  ＋ １５３  

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 △ １,３０９   ４,９０８  ＋ ６,２１８  

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ４,６９６   ３,７８６  △ ９０９  

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  ３９９   １８３  △ ２１５  

Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  ３,７８６   ８,８７９  ＋ ５,０９２  
           



－１３－

 

（連結財務諸表作成のための基本となる事項） 

 
１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社  ２０社 

エヌエスアドバンテック(株)、エヌエスエレクトロニクス(株)、日精サ－ビス(株)、(株)ＮＳ・コンピュ

ータサービス、(株)ホンダ四輪販売長岡、ユーケーエヌ・エス・アイ社、ニューサバイナインダストリー

ズ社、タイ-ニッポンセイキ社、(株)エヌエスボデイサービス、タイ マット エヌエス社、エヌ・エス・イ

ンターナショナル社、(株)プレテック・エヌ、(株)ワイエヌエス、香港日本精機有限公司、インドネシア エ

ヌエス社、香港易初日精有限公司、上海日精儀器有限公司、(株)大和ホンダ、ニッポンセイキ・ド・ブラ

ジル社、ニッポンセイキヨーロッパ社 

（新規）ニッポンセイキ・ド・ブラジル社、ニッポンセイキヨーロッパ社 

 

ニッポンセイキ・ド・ブラジル社及びニッポンセイキヨーロッパ社は重要性が増したため、当連結会計年

度から連結の範囲に含めることといたしました。 

 

(2)  非連結子会社  １社 

東莞日精電子有限公司 

 

(3) 非連結子会社について、連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社東莞日精電子有限公司は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持

分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)  持分法適用会社 ３社 

関連会社柏崎タクシー(株)、尚志精機股 有限公司、アデオン(株) 

（新規）アデオン(株) 

 

アデオン(株)は重要性が増したため、当連結会計年度から持分法の範囲に含めることといたしました。 

 

(2)  持分法を適用していない関連会社２社は、連結純損益並びに利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、タイ-ニッポンセイキ社、タイ マット エヌエス社、香港日本精機有限公司、インドネシ

ア エヌエス社、香港易初日精有限公司、上海日精儀器有限公司及びニッポンセイキ・ド・ブラジル社の決算

日は 12 月 31 日であり、(株)プレテック・エヌの決算日は 2 月 29 日であります。連結財務諸表作成にあたっ

ては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。その他の連結子会社の事業年度末日と連結決算日は、一致しております。 

 



－１４－

 

４．会計処理基準に関する事項 

 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    有価証券 

      その他の有価証券 

       時価のあるもの ･･････ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定） 

       時価のないもの ･･････ 移動平均法による原価法 

 

    デリバティブ取引 

      時価法 

 

棚卸資産 

      計器類の製品・仕掛品 ･････････  総平均法による原価法 

      その他の製品・仕掛品 ･････････  個別法による原価法 

      原 材 料           ･････････  総平均法による原価法 

      貯    蔵    品 ･････････  最終仕入原価法 

 

 

(2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ････････ 主として定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、主に法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。 

無形固定資産 ････････ 主として定額法によっております。 

なお、耐用年数については、主に法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（5 年）に基づく定額法 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

      貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

       賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異(433 百万円)については５年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分

額を費用処理することとしております。 

数理計算上の差異については各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数(10 年)による按分額をそれぞれ翌連結会計年度から費用処理しております。 



－１５－

 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社３社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成 15 年 12 月 1 日に適格退職

年金制度及び厚生年金基金制度について、確定拠出年金制度へ移行いたしました。また、国内連

結子会社１社は、適格退職年金制度、厚生年金基金制度及び退職一時金制度について確定拠出年

金制度へ移行いたしました。 

なお、厚生年金基金について、平成 15 年 11 月 27 日に厚生労働大臣より解散の認可を受けてお

ります。 

本移行に関し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準委員会 平成 14

年 1 月 31 日 企業会計基準適用指針第 1 号）を適用しております。 

本移行に伴う影響額は、特別利益に 581 百万円計上されております。 

 

      役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社７社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。なお、連結子会社４社は役員退職慰労引当金の過年度分は３年間で均等

額を繰入れることとしており、当連結会計年度負担額 34 百万円を特別損失に計上しております。 

 

(4)  連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の資産 

又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含

めております。 

 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(6) その他 

①消費税等の会計処理について 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

②繰延資産の処理方法 

社債発行費用 

支出時に全額費用処理しております。 

試験研究費 

ユーケーエヌ・エス・アイ社及びニッポンセイキヨーロッパ社は英国及びオランダの会計基準に

基づき、四輪車用計器類に係わる新製品・新技術の開発に特別に要した費用は、繰延資産として

計上し、関連する製品の生産期間にわたって償却しております。 

 



－１６－

 

③当社と連結子会社で会計処理基準が異なるもの 

連結子会社が採用する会計処理基準は下記事項を除き、当社が採用する会計処理基準とおおむね同一であ

ります。 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       連結子会社２社 

         計器類の製品・仕掛品 ･･････ 売価還元法による原価法 

         計器類の原材料・貯蔵品 ････ 最終仕入原価法 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づき作成してお

ります。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期投資を計上しております。 

 

 

(注記)                                              (単位:百万円) 

連結貸借対照表関係 

   前  期    当  期   増  減  
 １.有形固定資産の減価償却累計額 ５３,８７８  ５６,３９７  ＋ ２,５１９  

 ２.保証債務残高 １４  ─  △ １４  

 ３.自己株式の数及び （2,948,507 株 ） （2,993,309 株 ）  （＋44,802 株 ） 

   連結貸借対照表計上額 １,８６８  １,９０４  ＋ ３５    

  

 

連結損益計算書関係 

   前  期    当  期   増  減  
  一般管理費及び当期製造費用に 

        含まれる研究開発費 

３,０１６  ３,０９９  ＋ ８２  

 

 

連結キャッシュ・フロー計算書 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
    前  期    当  期  増  減  

 現 金 及 び 預 金 勘 定 ３,８７２  ８,９４８ ＋ ５,０７６  

 預入期間３ヶ月を超える定期預金 △   ８５  △   ６９ ＋ １６  

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ３,７８６  ８,８７９ ＋ ５,０９２  

 



－１７－

５．セ グ メ ン ト 情 報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

前 期（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

 

自動車及び 

汎用計器 

事   業 

液   晶 

 

事   業 

民生機器 

 

事   業 

そ の 他 

 

事   業 

 

計 

消   去 

又は 

全   社 

 

連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

  売上高 

  (1)外部顧客に対する 

         売上高 82,733  23,197  9,122  17,357  132,410  ─  132,410  

  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

    売上高又は振替高 ─  ─  ─  6,691  6,691  (  6,691  ) ─  

     計 82,733  23,197  9,122  24,048  139,102  (  6,691  ) 132,410  

   営 業 費 用 75,321  23,176  9,386  23,896  131,780  (  6,761  ) 125,019  

   営 業 利 益 

   （又は営業損失） 
7,412  21  △ 264  152  7,321  69  7,390 

 

Ⅱ 資産、減価償却費 

    及び資本的支出               

  資      産 54,491  19,861  6,112  17,751  98,217  10,686  108,903  

  減 価 償 却 費 3,392  838  285  434  4,951  80  5,031  

  資 本 的 支 出 3,742  582  432  431  5,189  ─  5,189  

 

当 期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 

自動車及び 

汎用計器 

事   業 

液   晶 

 

事   業 

民生機器 

 

事   業 

そ の 他 

 

事   業 

 

計 

消   去 

又は 

全   社 

 

連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

  売上高 

  (1)外部顧客に対する 

         売上高 85,922  25,901  9,464  17,718  139,007  ─  139,007  

  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

    売上高又は振替高 ─  ─  ─  7,134  7,134  (  7,134 ) ─  

     計 85,922  25,901  9,464  24,853  146,142  (  7,134 ) 139,007  

   営 業 費 用 77,337  25,711  9,166  24,590  136,806  (  7,076 ) 129,730  

   営 業 利 益 8,585  189  298  262  9,335  (     58 ) 9,276  

Ⅱ 資産、減価償却費 

    及び資本的支出               

  資      産 56,635  14,340  7,432  16,960  95,368  18,707  114,075  

  減 価 償 却 費 3,529  791  307  408  5,036  75  5,112  

  資 本 的 支 出 4,695  311  617  656  6,281  1  6,282  
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（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

 事 業 区 分         主 要 製 品 

自動車および 

   汎用計器事業 

二輪車・四輪車・農機・建機・船舶用計器類 

 

液  晶   事  業 計器・時計・音響機器・通信機器・OA 機器・家電・車載用ﾓﾉｸﾛ･ｶﾗｰ･反射型ｶﾗｰ LCD､ 

ﾓﾉｸﾛ・ｶﾗｰ･反射型ｶﾗｰ LCD ﾓｼﾞｭｰﾙ 

民 生 機 器 事 業 空調･家電機器用ﾘﾓｺﾝ、OA･情報機器用ｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾟﾈﾙ、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ IC 

そ の 他 事 業 

 

自動包装用機器、液体充填機、自動車販売、貨物運送、 

ｿﾌﾄｳｴｱの開発販売、受託計算 

３． 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度 17,003 百万円、当連結会計年

度 24,075 百万円であり、その主なものは提出会社の資金（現金及び預金、投資有価証券）等であります。 
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（２） 所在地別セグメント情報 

前 期（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

 日  本 北  米 欧  州 ア ジ ア 計 

消去又は 

全  社 連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

  売上高 

  (1)外部顧客に対する 

       売上高 90,650  26,396 

 

9,502  5,860  132,410  ─  132,410  

  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

   売上高又は振替高 22,110  649 

 

1  2,216  24,978  ( 24,978 

 

) ─  

計 112,761  27,045 
 

9,504  8,077  157,388  ( 24,978 ) 132,410  

   営 業 費 用 107,914  25,658 
 

9,209  7,284  150,067  ( 25,048 ) 125,019  

   営 業 利 益 4,846  1,387 
 

295  792  7,321  69  7,390  

Ⅱ 資      産 84,566  10,803  5,267  7,155  107,792  1,111  108,903  

 

 

当 期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 日  本 米  州 欧  州 ア ジ ア 計 

消去又は 

全  社 連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

  売上高 

  (1)外部顧客に対する 

       売上高 94,046  23,932 

 

10,207  10,820  139,007  ─  139,007  

  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

   売上高又は振替高 23,468  667 

 

1  5,520  29,657  ( 29,657  

 

) ─  

計 117,514  24,599 
 

10,209  16,341  168,664  ( 29,657 ) 139,007  

   営 業 費 用 111,305  23,637 
 

9,740  14,645  159,329  ( 29,598 ) 129,730  

   営 業 利 益 6,209  962 
 

468  1,695  9,335  (     58 ) 9,276  

Ⅱ 資      産 83,389  10,168  6,849  10,104  110,512  3,563  114,075  

 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)  米 州 …… 米国・ブラジル 

(2)  欧 州 …… 英国・オランダ 

(3)  アジア …… 中国・タイ・インドネシア 

３． 当連結会計年度より所在地別セグメントの北米の区分を米州と変更しております。これは当連結会計 

年度より、ブラジルの子会社を連結の範囲に含めたことによるものであります。 

４． 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度 17,003 百万円、当連結会計 

年度 24,075 百万円であり、その主なものは提出会社の資金（現金及び預金、投資有価証券）等でありま

す。 
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（３） 海外売上高 

前 期（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

 北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 
百万円 

２６,２７７ 

百万円 

 ９,７６２ 

百万円 

 ９,８９４ 

百万円 

     １ 

百万円 

 ４５,９３６ 

Ⅱ 連 結 売 上 高 
    百万円 

１３２,４１０ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％ 

 １９.８ 

％ 

  ７.４ 

％ 

  ７.５ 

％ 

  ０.０ 

％ 

  ３４.７ 

 

 

当 期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 米州 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 
百万円 

２３,８５８ 

百万円 

１０,６７１ 

百万円 

１５,１９０ 

百万円 

 ４９,７２０ 

Ⅱ 連 結 売 上 高 
   百万円 

１３９,００７ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％ 

 １７.２ 

％ 

  ７.７ 

％ 

 １０.９ 

％ 

  ３５.８ 

 

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計であります。 

２． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)  米 州 …… 米国・カナダ・ブラジル 

(2)  欧 州 …… 英国・オランダ・ドイツ・イタリア 

(3)  アジア …… 中国・タイ・インドネシア 

４． 従来その他の地域の売上に計上しておりましたブラジルにおける売上を当連結会計年度より北米を米

州とし米州に含めて計上することといたしました。これは当連結会計年度より、ブラジルの子会社を

連結の範囲に含めたことによるものであります。 
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６.有価証券及びデリバティブ取引の状況等 

 

有価証券 

 

（前連結会計年度） 

 

（１） 時価のある有価証券 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前連結会計年度（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

区    分 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

その他有価証券     

①株     式 ５,４６６ ８,００６ ＋ ２,５３９ 

 ②そ  の  他 ０ ０  ─ 

計 ５,４６６ ８,００６ ＋ ２,５３９ 

 

（２）時価評価されていない主な有価証券 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前連結会計年度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

区    分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非 上 場 株 式 ７８９ 

計 ７８９ 

 

（当連結会計年度） 

 

（１） 時価のある有価証券 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当連結会計年度（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

区    分 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

その他有価証券     

①株     式 ５,４８３ ９,８９２ ＋ ４,４０８ 

 ②そ  の  他 ０ ０  ─ 

計 ５,４８４ ９,８９３ ＋ ４,４０８ 

 

（２）時価評価されていない主な有価証券 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当連結会計年度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

区    分 連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券  

非上場外国債券 １,０４６ 

 １,０４６ 

その他有価証券  

非 上 場 株 式 ７３２ 

計 ７３２ 
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

［金利関連］                     （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前連結会計年度 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

契約額等 契約額等 

区

分 
種 類 

 うち 1 年超 
時 価 評価損益 

 うち 1 年超 
時価 評価損益 

         

金利スワップ取引         

         

受取固定･支払変動 175 125 1 1 125 ─ 0 0 

         

以
外
の
取
引 

市

場

取

引 

         

合   計 ─ ─ ─ 1 ─ ─ ─ 0 

 注）１．時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２． 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る 

市場リスク量を示すものではありません。 
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７．販 売 の 状 況 

 

(1)品目別売上高（連結） 

（百万円未満切捨表示）（単位：百万円） 

前 連 結 事 業 年 度 当 連 結 事 業 年 度  

事      業 金  額 比 率 金  額 比 率 

対 前 期 

増   減 

自動車及び汎用計器事業 ８２,７３３ ５９.５％ ８５,９２２ ５８.８％ ＋ ３,１８９ 

液 晶 事 業 ２３,１９７ １６.７％ ２５,９０１ １７.７％ ＋ ２,７０３ 

民 生 機 器 事 業 ９,１２２  ６.５％ ９,４６４  ６.５％ ＋   ３４２ 

そ の 他 事 業 ２４,０４８ １７.３％ ２４,８５３ １７.０％ ＋   ８０４ 

計 １３９,１０２ １００.０％ １４６,１４２ １００.０％ ＋ ７,０３９ 

消 去 又 は 全 社 △ ６,６９１ ─ △ ７,１３４ ─ △   ４４２ 

連 結 １３２,４１０ ─ １３９,００７ ─ ＋ ６,５９６ 

 

(2)所在地別売上高（連結） 

（百万円未満切捨表示）（単位：百万円） 

前 連 結 事 業 年 度 当 連 結 事 業 年 度  

所  在  地 金  額 比 率 金  額 比 率 

対 前 期 

増   減 

日 本 １１２,７６１ ７１.７％ １１７,５１４ ６９.７％ ＋ ４,７５３ 

米 州 ２７,０４５ １７.２％ ２４,５９９ １４.６％ △ ２,４４５ 

欧 州 ９,５０４ ６.０％ １０,２０９ ６.０％ ＋   ７０４ 

ア ジ ア ８,０７７ ５.１％ １６,３４１ ９.７％ ＋ ８,２６３ 

計 １５７,３８８ １００.０％ １６８,６６４ １００.０％ ＋１１,２７５ 

消 去 又 は 全 社 △２４,９７８ ─ △２９,６５７ ─ △ ４,６７９ 

連 結 １３２,４１０ ─ １３９,００７ ─ ＋ ６,５９６ 
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平成１６年５月１８日 

平成１６年３月期   個別財務諸表の概要 

 

上場会社名 日 本 精 機 株 式 会 社             上場取引所    東証 

コード番号 ７２８７                    本社所在都道府県 新潟県 

（ＵＲＬ http://www.nippon-seiki.co.jp/） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 永井 正二 

問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長 氏名 五十嵐竹善  ＴＥＬ （０２５８）２４－３３１１ 

決算取締役会開催日 平成１６年５月１８日          中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成１６年６月２５日          単元株制度採用の有無 有（1 単元 1,000 株） 

 

１．１６年３月期の業績  （平成１５年４月１日 ～ 平成１６年３月３１日） 

 （１）経営成績                              （百万円未満切捨表示） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１６年３月期 ９４,４０５  （＋ 3.6） ３,９９９  （＋ 39.5） ４,４７２  （＋42.2） 

１５年３月期 ９１,０９８  （＋19.8） ２,８６７  （＋115.0） ３,１４５  （＋ 5.2） 

 

 
当期純利益

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

１６年３月期 ３,１２２  （＋81.2） ５５.０６  ５１.４３    ８.５  ４.９  ４.７  

１５年３月期 １,７２３  （＋16.2） ２８.８７     ─  ４.８  ３.８  ３.５  

 （注）１．期中平均株式数  １６年３月期  ５３,５７３,４４７株 

               １５年３月期  ５４,０５０,７８５株 

    ２．会計処理の方法の変更   無 

    ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配 当 性 向 

株 主 資 本 

配 当 率 

 円  銭 円  銭 円  銭 百万円  ％  ％  

１６年３月期 １０.００  ４.００  ６.００  ５３５  １７.２  １.４  

１５年３月期 ８.００  ４.００  ４.００  ４２９  ２４.９  １.２  

 （注）１６年３月期期末配当金の内訳 普通配当 ４円  特別配当 ２円 

 （３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円  百万円  ％  円  銭  

１６年３月期 ９３,２８２  ３８,７５０  ４１.５  ７２０.４０  

１５年３月期 ８９,０４１  ３５,１３０  ３９.５  ６５２.４４  

 （注）１．期末発行済株式数 １６年３月期 ５３,５５０,１００株 １５年３月期 ５３,５９４,９０２株 

２．期末自己株式数  １６年３月期  ２,９９３,３０９株 １５年３月期  ２,９４８,５０７株 

 

２．１７年３月期の業績予想  （平成１６年４月１日 ～ 平成１７年３月３１日） 

 

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金  

   中 間 期 末  

 百万円  百万円  百万円  円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 ４５,０００  ２,２００  １,２５０  ４.００  —  —  

通  期 ９７,０００  ４,９００  ３,２００  —  ６.００  １０.００  

 （参考）１株当たり予想当期純利益 （通期）５６円５３銭 

 

 ※ 平成１７年３月期の業績予想の前提条件及び業績予想の利用にあたっての注意事項等については、添付資料 

   の６ページをご参照ください。 



－２５－

（１）個 別 財 務 諸 表 等 

貸 借 対 照 表 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

期  別 前   期 当   期  

 （平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在） 増   減 

科  目 金   額 金   額  

（資産の部）        

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受  取  手  形 

売    掛    金 

製        品 

原    材    料 

仕    掛    品 

貯    蔵    品 

前  払  費  用 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

未  収  入  金 

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

建        物 

構    築    物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具・器具及び備品 

土        地 

建 設 仮 勘 定 

 無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

ソフトウェア仮勘定           

その他無形固定資産 

 投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

子 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 投 資 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

４４,１９８ 

１,６４１ 

１,４１４ 

２９,２４３ 

１,２８０ 

４,６２０ 

１,０１３ 

１３８ 

１０９ 

４１９ 

２,８４９ 

１,３３２ 

１３９ 

３ 

 

４４,８４２ 

２２,８２１ 

５,０８７ 

２５３ 

４,５１７ 

４７ 

２,３９９ 

９,５０７ 

１,００８ 

７４５ 

４３３ 

２７７ 

３３ 

２１,２７６ 

８,９８７ 

１０,３５２ 

─ 

２２１ 

１,５７７ 

２０６ 

７０ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

４７,３４６ 

５,６０４ 

１,５９７ 

２６,２４０ 

１,３３８ 

４,２３０ 

７９３ 

９０ 

３８ 

４２６ 

５,２３５ 

１,６０８ 

１５９ 

１７ 

 

４５,９３６ 

２１,４８０ 

４,８１３ 

２３７ 

４,１８７ 

５５ 

２,５４６ 

９,５０７ 

１３１ 

７８４ 

７５０ 

１８ 

１４ 

２３,６７２ 

１１,９００ 

１０,８２０ 

１００ 

２１４ 

５０１ 

２０８ 

７４ 

 ＋ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

△ 

△ 

△ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

 

＋ 

△ 

△ 

△ 

△ 

＋ 

＋ 

 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

△ 

３,１４７ 

３,９６３ 

１８２ 

３,００２ 

５７ 

３８９ 

２２０ 

４７ 

７０ 

７ 

２,３８５ 

２７６ 

１９ 

１３ 

 

１,０９３ 

１,３４１ 

２７３ 

１５ 

３３０ 

７ 

１４６ 

─ 

８７６ 

３９ 

３１６ 

２５８ 

１８ 

２,３９６ 

２,９１３ 

４６７ 

１００ 

６ 

１,０７６ 

１ 

３ 

 

        

資 産 合 計 ８９,０４１  ９３,２８２  ＋ ４,２４１  



－２６－

 

 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

期  別 前   期 当   期  

 （平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在） 増   減 

科  目 金   額 金   額  

（負債の部）        

流 動 負 債 

支  払  手  形 

買    掛    金 

短 期 借 入 金 

一年内返済長期借入金 

未    払    金 

未 払 法 人 税 等 

未  払  費  用 

前    受    金 

賞 与 引 当 金           

預    り    金 

設 備 関 係 支 払 手 形 

 

固 定 負 債 

社        債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

そ の 他 固 定 負 債 

４４,３１０ 

３７０ 

２７,３９７ 

１１,３７９ 

１,４０９ 

４６５ 

８１８ 

１,３２５ 

８ 

８２７ 

６０ 

２４７ 

 

９,６００ 

─ 

５,１０５ 

４,００２ 

４２３ 

６８ 

 ４０,５５８ 

３４９ 

２２,１７３ 

１２,９４０ 

１,４１３ 

１,１２８ 

１２０ 

１,４３３ 

１ 

７３２ 

１５２ 

１１２ 

 

１３,９７３ 

７,５００ 

３,６９２ 

１,３１９ 

４０３ 

１,０５７ 

 △ 

△ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

△ 

 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

△ 

＋ 

３,７５１ 

２０ 

５,２２３ 

１,５６０ 

４ 

６６２ 

６９７ 

１０８ 

７ 

９４ 

９２ 

１３４ 

 

４,３７３ 

７,５００ 

１,４１３ 

２,６８２ 

２０ 

９８９ 

 

        

負 債 合 計 ５３,９１０  ５４,５３２  ＋ ６２１  

 

（資本の部） 

 

       

資 本 金 

 

資本剰余金       

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

自 己 株 式 処 分 差 益 

利益剰余金       

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金           

 特 別 償 却 準 備 金 

 別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

１２,４９５ 

 

４,２２０ 

４,２２０ 

─ 

─ 

１８,７９５ 

９６０ 

１５,６５５ 

１２５ 

１５,５３０ 

２,１８０ 

 １２,４９５ 

 

４,２２０ 

４,２２０ 

０ 

０ 

２１,３２６ 

９６０ 

１６,６７４ 

１９４ 

１６,４８０ 

３,６９１ 

  

 

＋ 

 

＋ 

＋ 

＋ 

 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

─ 

 

０ 

─ 

０ 

０ 

２,５３１ 

─ 

１,０１９ 

６９ 

９５０ 

１,５１１ 

 

その他有価証券評価差額金 １,４８７  ２,６１２  ＋ １,１２４  

自 己 株 式       △ １,８６８  △ １,９０４  △ ３５  

資 本 合 計 ３５,１３０  ３８,７５０  ＋ ３,６２０  

負債及び資本合計 ８９,０４１  ９３,２８２  ＋ ４,２４１  



－２７－

 

損 益 計 算 書 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
期  別 前   期 当   期  

 自 平成１４年４月 １ 日 

至 平成１５年３月３１日 

自 平成１５年４月 １ 日 

至 平成１６年３月３１日 増   減 

科  目 金  額 比 率 金  額 比 率  
     ％    ％   

営

業

損

益

の

部 

営 業 収 益 

売   上   高 

 

営 業 費 用 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

 

９１,０９８ 

 

 

８０,９９１ 

７,２３８ 

  

100.0 

 

 

88.9 

7.9 

  

９４,４０５ 

 

 

８２,９６６ 

７,４４０ 

  

100.0 

 

 

87.9 

7.9 

  

＋ 

 

 

＋ 

＋ 

 

３,３０７ 

 

 

１,９７４ 

２０１ 
            

 営 業 利 益 ２,８６７  3.2  ３,９９９  4.2  ＋ １,１３１ 
            

営

業

外

損

益

の

部 

営業外収益 

受取利息及び配当金 

その他営業外収益 

 

営業外費用 

支 払 利 息 

その他営業外費用 

９７９ 

５２２ 

４５６ 

 

７０１ 

１１０ 

５９０ 

 1.1 

 

 

 

0.8 

 

 １,３５１ 

８３８ 

５１２ 

 

８７８ 

１１０ 

７６８ 

 1.4 

 

 

 

0.9 

 ＋ 

＋ 

＋ 

 

＋ 

△ 

＋ 

３７２ 

３１６ 

５６ 

 

１７６ 

０ 

１７７ 
            

 

 

 

 

経 

 

常 

 

損 

 

益 

 

の 

 

部 

 経 常 利 益 ３,１４５  3.5  ４,４７２  4.7  ＋ １,３２７ 
             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特 

別 

損 

益 

の 

部 

 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 

退 職 給 付 終 了 益 

 

特 別 損 失 

固 定 資 産 処 分 損 

投資有価証券評価損 

ゴルフ会員権評価損 

退職給付会計基準変更時差異償却 

そ   の   他 

１５ 

５ 

１０ 

─ 

 

３９４ 

２４ 

５４ 

２４０ 

７４ 

─ 

 0.0 

 

 

 

 

0.5 

 ２４９ 

０ 

─ 

２４９ 

 

２５１ 

１１９ 

８５ 

０ 

３０ 

１６ 

 0.3 

 

 

 

 

0.3 

 ＋ 

△ 

△ 

＋ 

 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

２３３ 

４ 

１０ 

２４９ 

 

１４２ 

９４ 

３１ 

２４０ 

４４ 

１６ 
             

 税引前当期純利益 ２,７６６  3.0  ４,４６９  4.7  ＋ １,７０３ 

 法人税､住民税及び事業税 １,５３５  1.7  １,０４０  1.1  △ ４９５ 

 法 人 税 等 調 整 額 △ ４９２  △0.6   ３０６  0.3  ＋ ７９９ 

 当 期 純 利 益 １,７２３  1.9  ３,１２２  3.3  ＋ １,３９９ 

 前 期 繰 越 利 益 ６７１    ７８３    ＋ １１１ 

 中 間 配 当 額 ２１４    ２１４    △ ０ 

 当 期 未 処 分 利 益 ２,１８０    ３,６９１    ＋ １,５１１ 



－２８－

 

利 益 処 分 案 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

期  別 前   期 当   期  

摘  要 （平成１５年３月期） （平成１６年３月期） 増  減 

        

当 期 未 処 分 利 益 

特別償却準備金取崩額 

２,１８０ 

３０ 

 ３,６９１ 

４２ 

 ＋ 

＋ 

１,５１１ 

１２ 

 

        

合        計 ２,２１０  ３,７３４  ＋ １,５２３  

        

これを下記のとおり処分いたします。        

利 益 配 当 金 ２１４  ３２１  ＋ １０６  

 （  1 株当たり４円 ） （  1 株当たり６円 ）    

役 員 賞 与 金 １６３  １７３  ＋ １０  

（うち監査役賞与金） （ ９ ） （ ９ ） （ ─ ） 

特別償却準備金積立額 

別 途 積 立 金 

次 期 繰 越 利 益 

１００ 

９５０ 

７８３ 

 ３２ 

２,４００ 

８０７ 

 △ 

＋ 

＋ 

６７ 

１,４５０ 

２４ 

 

 

（注）  平成１５年１２月１６日に１株につき４円、総額２１４百万円の中間配当を実施いたしました。 

 

 

 

1 株当たり配当金 

１５年 ３月期 １６年 ３月期  

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

普通株式 ８.００  ４.００  ４.００  １０.００  ４.００  ６.００  

（内訳）             

特別配当 ─  ─  ─  ─  ─  ２.００  

 

 



－２９－

 

［ 注 記 ］ 

 

重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価方法及び評価基準 

子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

時価のあるもの …… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの …… 移動平均法による原価法 

 

２． デリバティブ取引 

時価法 

 

３．棚卸資産の評価方法及び評価基準 

計 器 類 の 製 品 ・ 仕 掛 品               …… 総平均法による原価法 

そ の 他 の 製 品 ・ 仕 掛 品 …… 個 別 法 に よ る 原 価 法 

原 材 料 …… 総平均法による原価法 

貯 蔵 品 …… 最 終 仕 入 原 価 法 

 

４．固定資産の減価償却方法 

有 形 固 定 資 産 …… 定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

無 形 固 定 資 産 …… 定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

               ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間 

               (5 年)に基づく定額法 

長 期 前 払 費 用 …… 定額法 

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

 

５．繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費 用 …… 支出時全額費用処理 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

７．引当金の計上方法 

貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計 

上し、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 
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賞 与 引 当 金 …… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し 

ております 

退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込み額に基づ 

き、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異(290 百万円)については、5 年による按分額を償却して

おります。 

数理計算上の差異については各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数(10 年)による按分額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しておりま

す。 

（追加情報） 

確定拠出年金法の施行に伴い、平成 15 年 12 月 1 日に適格退職年金制度及び厚生

年金基金制度について、確定拠出年金制度へ移行いたしました。 

なお、厚生年金基金について、平成 15 年 11 月 27 日に厚生労働大臣より解散の認

可を受けております。 

本移行に関し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準委

員会 平成 14 年 1月 31 日 企業会計基準適用指針第 1号）を適用しております。 

本移行に伴う影響額は、特別利益に 249 百万円計上されております。 

役員退職慰労引当金 …… 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上 

しております。 

 

８．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９．消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。 
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貸 借 対 照 表 

 

 前    期 当    期  増    減 

１．子会社に対する短期金銭債権 

         長期金銭債権 

         短期金銭債務 

         長期金銭債務 

１０,７２２ 

１０ 

６,７０５ 

６ 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

１３,５１５ 

─ 

５,４７２ 

６ 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

＋ 

△ 

△ 

△ 

２,７９２ 

１０ 

１,２３２ 

０ 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 ３３,５５０ 百万円 ３５,２２１ 百万円 ＋ １,６７１ 百万円 

 

３．貸借対照表に計上した固定資産のほか事務用機器の一部については、リース契約により使用しております。 

 

４．国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記帳額 

車 両 運 搬 具 

工具・器具及び備品 

０ 

６３ 

百万円 

百万円 

０ 

６３ 

百万円 

百万円 

 

 

─ 

─ 

百万円 

百万円 

 

５．担保に供している資産 

   有形固定資産 

投資有価証券 

３,２５９ 

３,５１５ 

百万円 

百万円 

３,２１３ 

４,２７２ 

百万円 

百万円 

△ 

＋ 

４６ 

７５６ 

百万円 

百万円 

 

６．保証債務残高 １,５９６ 百万円 ７３３ 百万円 △ ８６３ 百万円 

 

７．配当制限 

商法施行規則第 124 条第 3 号の

規定により利益の配当に充当す

ることが制限されている金額 

 

 

 

１,４８７ 

 

 

 

百万円 

 

 

 

２,６１２ 

 

 

 

百万円 

 

 

 

＋ 

 

 

 

１,１２４ 

 

 

 

百万円 

 

損 益 計 算 書  

 

  子会社との取引 

    売    上    高 

    営  業  費  用 

    営業取引以外の取引高 

２０,５５５ 

１９,２２７ 

１,１４７ 

百万円 

百万円 

百万円 

２４,０５３ 

１９,６５６ 

１,１０４ 

百万円 

百万円 

百万円 

＋ 

＋ 

△ 

３,４９８ 

４２９ 

４３ 

百万円 

百万円 

百万円 
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（２）役 員 の 異 動 

 

    

1.代表者の異動 

 

 該当事項は、ありません。 

 

2.役員の異動（平成１６年６月２５日付予定） 

 

①新任取締役候補 

   

    取 締 役   藤 田 惣 一  （現、当社民生事業部長兼民生第１営業部長） 

 

      

 ②退任予定取締役 

 

    取締役会長   永 井 淳 夫  （当社相談役に就任予定）    

              

    取 締 役   佐 藤 康 夫  （上海日精儀器有限公司総経理に専任の予定） 

 

  ③昇格予定取締役 

 

    常務取締役   矢 沢 芳 明  （現、当社取締役製造本部長） 

 

 

以 上 
 


